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達成度：計画達成＝○、ほぼ計画達成＝△、計画未達成＝×
総合病院国保旭中央病院新改革プランの主な内容及び進捗状況評価表
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５．住⺠の理解のための取組み

⑷ 収入増加・確保対策

⑵ 事業規模・事業形態の⾒直し
⑶ 経費削減・抑制対策

⑴ ⺠間的経営⼿法の導入

目標達成。

目標未達。平成29年度は患者への理解が得られるよう努⼒したい。

目標達成。

　　看護師数（人、常勤換算） 853.2 873.0

Ⅳ．再編・ネットワーク化に係る計画
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別紙１
別紙１

目標未達。平成29年度は各病棟ごとに目標⽴て、改善に取り組む。
⼿術件数の増加や⾼病床利⽤率に加え、総合入院体制加算1や地
域医療⽀援病院入院診療加算の承認もあり、目標達成。

H27年7⽉より院外処⽅に移⾏し単価下落を⾒込んでいたが、C型肝
炎治療薬の⼀時的な増加により2万円を超えた。

目標を1名下回ったが⾼度急性期病院として対応出来る体制を維持し
ている。

目標を大きく上回った。

目標未達だが、材料⽐率は経腸栄養ポンプ、⼿術キット等の価格交渉
や、院外処⽅に移⾏したことなどにより、H26　31.7%、H27
30.5%、H28　25.9%と減少している。材料費もＨ26 10,018百万
円、H27 9,761百万円、H28 9,226百万円と減少している。⼀層⾼
い目標を達成できるよう更に節減に努めたい。

昨年度⽐正職員数ベースで医師1名、看護師を24名増員し、収⽀的
に⿊字となった。医療及び看護⽔準を向上させる職員を確保し、安定
的な経営を⾏っている。

目標達成。

目標を3.7%上回った。

目標を達成し⿊字を維持。経常利益額は1,772百万円。

目標を達成し⿊字を維持。医業利益額は1,610百万円。

　　病床利⽤率（％） 90.0以上 93.7
　　平均在院日数（日） 13.0以下 13.2

　　給与費対医業収益⽐率(%) 45.2 38.9
⑶ 収入確保に係わるもの

　　医師数（人） 252 251

　　入院単価（⼀般、円） 65,000円以上 68,442

　　外来単価（⼀般、円） 18,000円以上 20,092

⑷ 経営の安定性に係わるもの

　　材料費対医業収益⽐率(%) 25.0 25.9

　　100床当たりの職員数（人） 201.4 203.5

　　医業収⽀⽐率（％） 103.2 104.7
⑵ 経費削減に係わるもの

⑴ 収⽀改善に係わるもの
　　経常収⽀⽐率（％） 103.5 105.1

　　患者満⾜度（％）（入院説明） 89.2以上 90.7

⑵その他

　　患者満⾜度（％）（外来説明） 80.2以上 76.5

　　⼿術件数（件） 7,900件以上 8,477

95.0以上 99.6

自己評価平成28年度
目標値 実績値

評価項目

⑴ 医療機能・医療品質に係わるもの
　　救急搬送応需率（管内指⽰を除く、％）

表題及び項目内容

目標達成。

資料６－１
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○

目標 実績
医療に関する専門分野の知識を活かした講座等の開催や住⺠からの講師
の派遣依頼に対応するとともに、広報誌やホームページを通じて旭中央病
院のおかれる救急体制と重症者優先の取組みに理解を求める。

「市⺠健康講座」は、4回開催。9⽉の市⺠健康講座は、第1回「病院まつり」と合わせて⾏った。「病院ま
つり」は「みんなで⾼める健康意識」をテーマとし、約2,300名の来場者を得た。「健康づくり出前講座」は
20回⾏い合計835名の参加を得た。地域住⺠向け広報誌「こんにちは」は4回刊⾏した（各7,000
部）。

地⽅独⽴⾏政法人化したことにより、従来に⽐べ予算の執⾏や、人員の
配置に関して柔軟な対応が可能となったためこれらのメリットを活かし、新病
院改革プランの目標を達成すべく経営に取り組む。

平成28年度のアクションプラン（年度において集中的に取り組むプラン）に掲げられた目標である「総合入
院体制加算の算定」について努⼒した結果、総合入院体制加算１と地域医療⽀援病院入院診療加算
の承認が得られた。

今年度より地⽅公営企業法の全部適⽤団体から地⽅独⽴⾏政法人と
なった。

平成28年度より地⽅独⽴⾏政法人に移⾏し、そのメリットを活かしながら全般に渡り経営努⼒した結果、
⿊字を維持することが出来た。

① 後発医薬品の採⽤を促進し、患者の負担軽減と旭中央病院の費⽤
節減に引き続き 努める。
② 業務委託については、毎年度検証を⾏い、費⽤と業務を適切に管理す
るよう引き続き努める。
③ 薬品費、診療材料費その他の経費について、品目ごとの使⽤状況、調
達状況等を適切に管理し、費⽤の節減に引き続き努めるとともに、同種・
同効能・同機能製品については統⼀化について検討を新たに実施する。

Ⅳ．再編・ネットワーク化に係る計画

Ⅴ．経営形態の⾒直しに係わる計画

①　平成28年度各⽉80％以上を維持し、平成29年3⽉は81.2％であった。
②　毎年予算計上された業務委託費を予算会議等も含め必要性を個々に精査し、その上で複数社の
⾒積り合せ（入札含む）を⾏った。今年度当初⾒積額に対し87,980千円/年の削減。
③　適時、入札・⾒積り合せをした結果、経腸栄養ポンプの消耗品550万円/年の削減。⼿術キット
1,700千円/年の削減。試薬2,500千円/年の削減。創傷被覆材等1,300千円/年の削減。合計
11,000千円/年の削減。 薬剤部では院外処⽅移⾏後の外来院内処⽅の実績に照らし、⾼額薬剤、
特に抗HIV薬の在庫管理を⾒直した。期限切れ防⽌のため調剤室への払出（ストック）を減らした。調
剤室の在庫⾦額は、平成28年9⽉末14,628千円から平成29年3⽉末7,947千円となり、前回の棚
卸しに⽐し6,681千円を削減した。

① 効率的に⾼度な医療を提供するとともに、診療報酬改定等、制度や外
部環境の変化に適切に対応できるよう医師、医事課等関係職員への研
修会を引き続き開催し、常に適正な収入を確保するよう務める。
② ＤＰＣデータや評価係数の分析・検討を引き続き実施し必要に応じて
適切な対策を講じて収入を確保する。

①　保険診療委員会・診療報酬改定対応プロジェクト会議を開催。会議での議事や厚⽣労働省関係
通知内容から必要項目を毎⽉医事課勉強会（入院・外来）において研究している。
②　6⽉より総合入院体制加算、さらに3⽉から地域医療⽀援病院入院診療加算の取得を達成した。ま
た、DPC医療機関群II群を維持するため、診療密度の向上に取組んだ。

旭中央病院では引き続き、⾼度急性期、急性期を中⼼に担い、その他の
機能については地域の医療機関と緊密に連携を取り、相互に補完しながら
シームレスなケアの提供を目指す。地域の医療機関との連携体制を強化す
るため、地域の医療関連施設等を対象とした「地域医療者懇談会」を平
成２５年度以降毎年開催し、相互に意⾒交換をする場を設けている。

平成28年3⽉に東総地域自治体病院医療連携担当者会議を千葉県主催で開催し、匝瑳市、銚⼦
市、東庄町の担当者と現状、課題、課題解決に向けた取組み等について話し合った。今後も当会議に参
加し地域の中核病院として地域包括ケア構築に向けた連携を推進したい。また、地域医療者医師懇談
会を２回/年開催。介護等関係者も出席する地域医療連携懇談会を1回/年開催。地域医療機関との
連携も継続的に推進している。

地⽅独⽴⾏政法人化したことによるメリットを有効に活⽤し、医療の質、経
営の質を⾼め、健全な経営の維持に努める。

平成28年4⽉より地⽅独⽴⾏政法人化したことにより、予算の複数年度化や職員定数等で経営の自由
度が拡大した。これらのメリットを有効に活⽤し、中期計画や年度計画に基づき、業務改善、増収対策、
経費節減等を⾏ない、医療の質、経営の質を⾼め、⿊字の維持に努めている。

５．住⺠の理解のための取組

平成28年度

⑶ 経費削減・抑制対策

⑴ ⺠間的経営⼿法の導入

⑵ 事業規模・事業形態の⾒直し

⑷ 収入増加・確保対策



１．収支　（収益的収支）

　　 年 度

 区 分

１. ａ 32,298 31,622 31,969 35,075 35,557

(1) 30,764 30,207 30,592 30,163 30,490

(2) 1,534 1,415 1,377 4,912 5,067

591 471 420 1,801 1,787

２. 3,190 3,469 3,653 732 645

(1) 1,550 1,729 1,848 441 322

(2) 313 186 154 0 1

(3) 0 216 214 0 0

(4) 1,327 1,338 1,437 291 322

(A) 35,488 35,091 35,622 35,807 36,202

１. ｂ 31,602 31,150 31,357 33,999 33,947

(1) ｃ 13,899 14,195 14,850 15,869 13,815

(2) 10,765 10,018 9,761 8,772 9,226

(3) 3,844 3,849 3,673 5,214 3,423

(4) 2,892 2,928 2,920 2,758 2,496

(5) 202 160 153 1,386 4,987

２. 3,238 3,628 3,571 607 483

(1) 560 536 507 438 483

(2) 2,678 3,092 3,064 169 0

(B) 34,840 34,778 34,928 34,606 34,430

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 648 313 694 1,201 1,772

１. (D) 691 214 214 214 268

２. (E) 486 161 301 219 525

特　別　損　益　(D)－(E) (F) 205 53 ▲ 87 ▲ 5 ▲ 257

853 366 607 1,196 1,515

(G) 0 0 0 0 0

(ｱ) 15,943 15,207 15,572 11,974 19,935

(ｲ) 2,643 4,714 4,914 4,358 7,581

　 0 0 0 0 0

(ｳ) 0 0 0 0 0

(Ａ)

（Ｂ）

(ｵ)

ａ

ａ

ｂ

c

a

(H)

ａ

病 床 利 用 率 90.3 90.1 92.8 90.0以上 93.7

▲ 12,354

資 金 不 足 比 率 ×100 ▲ 41.2 ▲ 33.2 ▲ 33.3 ▲ 21.7 ▲ 34.7

地方財政法施行令第15条第１項

により算定した資金の不足額

(H) ▲ 13,300 ▲ 10,493 ▲ 10,658 ▲ 7,616

104.7

職員給与費対医業収益比率 ×100 43.0 44.9 46.5 45.2 38.9

医 業 収 支 比 率 ×100 102.2 101.5 102.0 103.2

103.5 105.1

不 良 債 務 比 率 ×100 ▲ 41.2 ▲ 33.2 ▲ 33.3 ▲ 21.7 ▲ 34.7

｛ ( ｲ )-( ｴ )｝ -{( ｱ )-( ｳ )}

経 常 収 支 比 率 ×100 101.9 100.9 102.0

(ｵ) ▲ 13,300 ▲ 10,493 ▲ 10,658 ▲ 7,616 ▲ 12,354

0 0 0 0 0

又 は 未 発 行 の 額

累 積 欠 損 金

不

 
良

 
債

 
務

流 動 資 産

流 動 負 債

う ち 一 時 借 入 金

翌 年 度 繰 越 財 源

当年度同意等債で未借入

(ｴ)

差引

不 良 債 務

そ の 他

経 常 費 用

特

別

損

益

特 別 利 益

特 別 損 失

純 損 益 (C)＋(F)

経 常 収 益

支

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出

医 業 費 用

職 員 給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

そ の 他

医 業 外 費 用

支 払 利 息

収

 
 
 
 
 
 
 
 
入

医 業 収 益

料 金 収 入

そ の 他

う ち 他 会 計 負 担 金

医 業 外 収 益

他会計負担金・補助金

国 ( 県 ) 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

(単位：百万円、％)

25年度

(実績)

26年度

(実績)

27年度

(実績)

28年度

(計画)

28年度

(実績)



２．収支（資本的収支）

　　 年 度

 区 分

１. 532 195 195 500 484

２. 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0

４. 0 0 0 0 0

５. 0 0 0 0 0

６. 233 1 1 0 3

７. 0 0 0 0

(a) 765 196 196 500 487

(c) 0 0 0 0 0

純計(a)－{(b)＋(c)} (A) 765 196 196 500 487

１. 2,621 2,599 1,225 1,890 1,025

２. 1,139 1,388 2,875 1,685 0

３. 0 0 0 0 1,768

４. 0 0 0 0 93

(B) 3,760 3,987 4,100 3,575 2,886

差　引　不　足　額　(B)－(A) (C) 2,995 3,791 3,904 3,075 2,399

１. 2,990 3,784 3,899 3,068 2,396

２. 0 0 0 0 0

３. 0 0 0 0 0

４. 5 7 5 7 3

(D) 2,995 3,791 3,904 3,075 2,399

補てん財源不足額　(C)－(D) (E) 0 0 0 0 0

(E)－(F) 0 0 0 0 0

３．一般会計等からの繰入金

(    43) (    43) (    43) (    0) (    38)

2,141 2,200 2,268 2,242 2,252

(    0) (    0) (    0) (    0) (    0)

0 0 0 0 0

(    43) (    43) (    43) (    0) (    38)

2,141 2,200 2,268 2,242 2,252

（注）

1

2

収 益 的 収 支

資 本 的 収 支

合　　　計

　（　）内はうち基準外繰入金額。

　「基準外繰入金」とは、「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき他会計

から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金以外の繰入金。

0

又 は 未 発 行 の 額

実 質 財 源 不 足 額

25年度

(実績)

26年度

(実績)

27年度

(実績)

28年度

(計画)

28年度

(実績)

当 年 度 同 意 等 債 で 未 借 入

(F) 0 0 0 0

補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

前年度許可債で当年度借入分

支

　

　

出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

そ の 他

支 出 計

0 0 0 0 0

支 出 の 財 源 充 当 額

他 会 計 補 助 金

国 ( 県 ) 補 助 金

そ の 他

収 入 計

うち翌年度へ繰り越される

(b)

25年度

(実績)

26年度

(実績)

27年度

(実績)

28年度

(計画)

28年度

(実績)

収

　

　

　

　

　

　

入

企 業 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金


